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935　災害復興のデザイン
日本災害復興学会がようやく産声を上げた。構
想 8 年、1 年の準備期間を経て 1 月 13、14 両日、
兵庫県西宮市にある関西学院大学で発足学会を開
き、被災した人々の再起、被災した地域の再建に
寄与することをめざしてキックオフした。とはい
え、「復興の定義は」「財源の手当は」「現場に即
した支援とは」など研究会やシンポジウムでの問
いかけは多く、私たちは今後、精力的な議論をこ
なし、これらの宿題に答えを出していかなければ
ならない。
初日は総会と発足大会、2 日目は復興デザイン
研究会と記念シンポジウムを開催した。シンポで
は、被災自治体の首長が顔をそろえた。中越と中
越沖の二度の地震に見舞われた新潟県の泉田裕彦
知事、阪神・淡路大震災の後遺症がいまだ癒えな
い地元兵庫県の井戸敏三知事、能登半島地震の激
震地、石川県輪島市の梶文秋市長、それに阪神と
中越の地震を体験したタレントの大桃美代子がパ
ネリストとして顔をそろえ、学会長に就任したば
かりの総務省消防庁消防研究センター所長の室崎
益輝・神戸大名誉教授がコーディネーターとして
議論をさばいた。
テーマは「格差時代の復興戦略を問う」。思え
ば、わが国は有史以来、格差社会であった。時代
時代の権力者は、その格差が社会を不安定化させ
ないよう知恵を絞ってきた。それは力の支配で
あったり、仕組みの工夫であったり、思想による
洗脳であった。
戦後長くは、公共事業のバラマキという「富の
再分配」によって、地方の、アンダークラスの不
満を抑え込んできた。ところが、その「つけ」と
もいえる財政難から、再分配が機能しにくくなっ
てきたところへ災害多発時代がやってきた。道路
や橋、堤防といった社会インフラを元どおりにす
る復旧という「公共事業」によって、失われた富
を補
ほ
填
てん
する手法も当然のことながら行き詰まるこ
とになる。
なにしろ、高度経済成長からバブル経済を経た
「豊かな時代」である。失われる富に対し、財源
には限りがある。「自力再建が原則」「焼け太りは
つくるな」「私財形成に税は使えない」……。財
務官僚の悲鳴にも似た威嚇は、金を出したくない
一心からの理論武装だということに気づけば問題
の本質はわかりやすい。
「元に戻すだけという『原形復旧』の原則に縛
られた」（泉田知事）「市の財政調整基金がなくなっ
た。頑張った自治体を国はつぶさないと信じてい
るが、裏切られたら大変だ」（梶市長）。首長たち
の嘆きは、「災害復興のシビルミニマム（最低限
度の水準）」があまりに限定的なところにあるの
だろう。
阪神・淡路大震災から 10 年の 2005 年、全国の
自治体を対象に「復旧と復興」の違いについて尋
ねたことがある。「復旧は回復、復興は強化」「改
良が復旧、復興は未来創造」「復旧の足し算は 0、
復興は 1 にも 2 にも 3 にもなる」「復興とは新し
い価値や質を付加すること」。
これらが自治体の願いだとすると、公共施設や
生産施設の復旧と生活保護水準を基準とした救貧
措置を原則とする国の施策との間に乖離が出るの
は、当然の帰結といえるだろう。
自治体にとって「復興」とは、道路の復旧や住
改正支援法が終わりではない
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宅再建などという単品の集合体ではない。被災地
域の持続性を担保するための総合施策にあるのだ
ろう。2000 年の鳥取県西部地震で復興の指揮を
とった当時の片山善博知事は「コミュニティの維
持」を掲げた。新潟県は「創造的復旧」という言
葉を編み出し、被災地を本来あるべき姿に戻すこ
とを目標に掲げた。
シンポジウムで泉田知事が、こんなエピソード
を披露した。2004 年の中越地震でのことだ。老
後の世過ぎにと老夫婦が退職金すべてをつぎこん
で建てたアパートが全壊したが、商売だというこ
とで支援の対象外となった。一方で、アパートに
住民票を移したばかりの大学生は生活者というこ
とで義援金など数百万円が支給された。現行制度
では支援が必要な人とそうでない人の区別ができ
ていない。
2000 年の有珠山噴火災害でも同じようなこと
があった。町中の火山灰を取り除く作業が、洞爺
湖温泉街の各旅館・ホテルの入り口でストップし
たのだ。そこから先は商業地。公に支援するわけ
にはいかないという。復興を確かなものにするに
は、温泉街の早期再開がカギを握っているという
のにだ。
補助金をかき集め、自治体に一括して渡し、自
由に使ってもらう「復興交付金制度」というアイ
デアが、わが研究所の研究会の中で芽生えてい
る。すでに実施されている「まちづくり交付金制
度」や「住宅交付金制度」の災害版だ。新たな財
源を必要としない。自治体の裁量で行える部分が
多い。従って、私財にかかわる部分への公費投入
も容易になる、といった利点がある。ただ、ふだ
んから補助金が存在している先行の交付金制度は
平時の施策だ。災害バージョンは災害が発生しな
いと補助金が姿を見せないところにひと工夫の必
要がある。
災害発生と同時に仮設住宅や復興住宅の必要量
を算定し、交付金に換算する作業が求められる。
急場の力業だ。復旧・復興を遅らせないために
は、事前復興計画をつくり、事業費の見積もりを
常に見直しておくことが必須となるだろう。なら
ば、これからは地域防災計画だけでなく、事前復
興計画も義務づけるべきだ。
と同時に、復興の理念を明文化しなければなら
ない。首長の恣意的な資金投入を防ぐためだ。国
に災害からの国民保護義務を課すことも大切だろ
う。「ぜひ災害復興基本法をつくっていただきた
い」という泉田知事の訴えに、私たちは答えを出
す作業を始めなければならない。
日本災害復興学会　「大会・企画」「広報・
デジタル」「学術誌編集」の三つの委員会と
「復興デザイン」「法制度研究」「災害報道研
究（通称プレス会議）」の三つ研究会からな
る。発足時の会員数は正会員 184 人、学生
会員 2 人、購読会員 2 人、賛助会員 4 団体。
会費はいずれも年額で、正会員 7000 年、学
生会員 3000 円、購読会員 6000 円、賛助会
員 5 万円（1 口）、それに入会金 3000 円がい
る。事務局は当面、兵庫県西宮市上ケ原一
番町 1-155 の関西学院大学災害復興制度研究
所内に置く。まだ、検討中だが、2008 年度
の大会は東京で「首都直下地震からの復興」
をテーマに、2009 年度は新潟県中越地震か
ら 5 年の新潟県で開催する予定だ。2008 年
度にはホームページを開設し、復興用語集
などもデジタルで掲載していく計画でいる。
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